


(様式第１) 

　　　　　                                                        　　　年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿

                                      　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助金交付申請書

　標記補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。

記

1. 補助対象事業の目的及び内容　　　　別添補助対象事業実施計画書のとおり 

2. 補助対象事業の完了予定日　　　　　令和　　年　　月　　日

3. 補助対象事業費総額　　　　　　　　　　　　　　      　円

4. 補助金交付申請額 　　　　　　 　　　　　　　　　      円
　 


(別添資料)
補助対象事業実施計画書

１．実施主体及び代表者
	名称
	

	代表者の氏名
	



２．連携体制
	□で囲む
	構成員（担当者）

	オペレーター
オーナー
船舶管理業者
その他
	社名
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	TEL　　(　　　　　　　    　　 ) 
E-Mail（　　　　　　　　       ）

	オペレーター
オーナー
船舶管理業者
その他
	社名
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	TEL　　(　　　　　　　　　　　  )
E-Mail（　　　　　　　　        ）

	オペレーター
オーナー
船舶管理業者
その他
	社名
	

	
	住所
	

	
	担当部署
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	TEL　　(       　　　           ) 
E-Mail（                       ）


※オペレーターを含むこと（必須）
※お問い合わせの窓口となる方の担当者の氏名に下線を付けること。
※欄が足りない場合は、必要に応じて追加の上作成すること。


３．事業の概要
	①背景・経緯

	

	②事業の内容
（オペレーターがどのように関与し、課題とその解決方策に取り組むのか具体的に記載すること）

	

	③目標等
（算出方法を明示した上で、事業前後の比較が可能となるよう数値を用いて設定すること。※数値目標については、事業内容に応じて適切な指標を一つ以上設定するものとする。）
例：船舶稼働率、年間輸送量、船員1人あたり輸送量、人的要因による運航停止件数、その他適切な生産性指標　

	



４．事業の先進性・波及可能性・持続可能性
　（実施する取組の特徴、ほかの事業者への展開可能性、来年度以降も継続的に実施可能な取組内容について、具体的に記載すること）
	



５．事業の実現可能性
　（実施体制や役割分担、過去の実績、関連分野にかかる知見の有無などについて具体的に記載すること）
	



６．実施内容　
※実施する事業の類型が異なる場合は、適宜、表を追加の上、作成すること。

	類型
	（該当するものに〇をつけること）
1． 船団輸送力向上計画の策定
2． 船団内の船員育成・能力の均質化（訓練実施、資格取得支援等）
3． 配船の効率化・高度化

	実施期間
	令和　　年　　月　～　令和　　年　　月

	構成員
	

	開催回数
	

	招へいする
専門家の概要
	

	計画の策定方法
	

	想定される
スケジュール
	

	効果指標
※必要に応じ追加
※事業内容に応じて適切な指標を一つ以上設定すること
	船舶稼働率
	（実施前）
	

	
	
	（実施後）
	

	
	船員１人あたりの輸送量
	（実施前）
	

	
	
	（実施後）
	

	
	運航停止件数
	（実施前）
	

	
	
	（実施後）
	

	補助対象経費
	費目
	摘要
	金額

	
	人件費
	
	

	
	謝金及び旅費
	
	

	
	外部委託費
	
	

	
	借料・損料及び使用料
	
	

	
	教育訓練実施経費
	
	

	
	設備導入経費
	
	

	
	その他諸経費
	
	

	
	合計
	


　
７．交付申請額算出根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助対象事業に要する経費
(総事業費）
ａ
	寄付金その他の収入額
ｂ
	総事業費(ａ)から寄付金その他の収入額(ｂ)を控除した額
ア
	補助対象経費
ｃ
	アとｃを比較して少ない方の額
イ
	(イ×１／２)と基準額※を比較して少ない方の額
（補助金額）
ウ

	
	
	
	
	
	


※基準額は補助対象経費に補助率１／２を乗じて得た額以内とする。ただし、補助上限は10,000千円とする。
※補助金額は千円未満を切り捨てて記載すること。


(様式第２)

                                                            番　　　　　号
                                                    　　　　年　　月　　日

　　　　 　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣　　　　　　印


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助金交付決定通知書


　　　年　　月　　日付け申請のあった標記補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という｡) 第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付の決定をしたので、同法第８条の規定に基づき通知する。
　なお、補助対象事業の実施にあたっては、適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令(昭和30年政令第255号)及び内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱（令和　年国海内第　　　号）等に従うものとする。

記

1. 補助金の額は次のとおりとする。
　　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　円
 　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　円の内数）
2. 補助対象事業の内容は、補助金交付申請書のとおりとする。
3. 補助金の交付の条件は、次のとおりとする。
（注）３．は、交付の条件を付す場合にのみ記述する。




(様式第３)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助対象事業実施計画変更承認申請書


　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定通知を受けた標記補助対象事業の内容を変更したいので、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。                                               

記

1. 計画変更の内容 
　　(交付決定の内容との違いを明らかにすること。) 
2. 計画変更を必要とする理由 
3. 計画変更が補助対象事業に及ぼす影響 
4. 計画変更後の補助対象事業の内容 
　　(補助金交付申請書（様式第１）別添資料を添付すること。) 




(様式第４)

                                                   　　　　番　　　　　号
                                                 　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣　　　　　　印


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助対象事業実施計画変更承認通知書


　　年　　月　　日付け申請のあった標記補助金に係る補助対象事業の事業計画の変更については、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第９条第２項の規定に基づき、下記のとおり承認したので通知する。

記

1. 補助金の額は次のとおりとする。 
　　　　既決定補助金額				円　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　今回増(減)する補助金の額			円　　　　　　　　　　　　 
　　　　年間補助総額					円　　　　　　　　　　　　　　　　　 
2. 補助対象事業の内容は、補助対象事業実施計画変更承認申請書のとおりとする。
3. 承認の条件は、次のとおりとする。
　　（注）３．は、承認の条件を付す場合にのみ記述する。





(様式第５)

                                                  　　　　　年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助対象事業【中止・廃止】承認申請書


　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定通知を受けた標記補助対象事業を【中止・廃止】したいので、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第10条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

(中止の場合) 
1. 中止期間 
2. 理由 
3. 添付資料(中止の理由を記述した書類) 

(廃止の場合) 
1. 理由 
2. 添付資料(廃止の理由を記述した書類) 



(様式第６)

                                                       　　　年　　月　　日

 　国土交通大臣　　　　　　　　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助対象事業遅延報告書


　標記補助金に係る補助対象事業の遅延等について、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第13条の規定に基づき、下記のとおり報告します。                             

記

1． 遅延等の原因及び内容  
2． 遅延等防止のため講じた措置 
3． 事業の遂行計画及び完了の予定 






(様式第７)

                                                    　　　　 年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助対象事業遂行状況報告書


[bookmark: _Hlk184742845]　標記補助金に係る補助対象事業の遂行状況について、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第14条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

記

1． 補助対象事業遂行状況（別添資料1）
2． 補助対象経費支出状況（別添資料2）
3． 報告期間
年　　月　　日～　　　年　　月　　日




(別添資料１)

補助対象事業遂行状況
	代表事業者の名称
	

	遂行状況の概要
	

	備　　考
	




(別添資料２)
補助対象経費支出状況
１．代表事業者の名称

２．補助対象経費支出状況	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	計画額
	実績額
	進捗率
	計画額との差額
	今後の実績見込み額
	備考欄

	人件費
	
	
	
	
	
	

	謝金及び旅費
	
	
	
	
	
	

	外部委託費
	
	
	
	
	
	

	借料・損料及び使用料
	
	
	
	
	
	

	教育訓練実施経費
	
	
	
	
	
	

	設備導入経費
	
	
	
	
	
	

	その他諸経費
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


（備考）
１．計画額に変更があった場合は、変更後の計画額を記載し、当初の計画額を上段にかっこ書きすること。 
２．「計画額との差額」と「今後の実績見込額」に差額が生じる場合は、その内訳を備考欄に記載すること。


(様式第８)

年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助対象事業実績報告書


　標記補助金に係る補助対象事業の実績について、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第15条の規定に基づき、下記のとおり報告します。                                       


記


1． 実施した補助対象事業の内容　　　　　　別添資料１のとおり

2． 補助対象事業に関する収支決算 
 　(１)　補助対象経費支出実績額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
   (２)　補助対象経費の限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
 　(３)　補助金交付実績額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
詳細は別添資料２のとおり



(別添資料１)

補助対象事業の内容説明書

(１)　 補助対象事業の内容と実績
(注１)　補助金交付申請書の別添資料「補助対象事業実施計画書」の「３．事業の概要」の「②事業の内容」、「③目標等」と対応させて、経過、実績結果等を数字、図表等を用いて説明すること。
(注２)　予定と実績とを比べて変更があった場合には、その理由を具体的に記述すること。

(２)　 補助対象事業の工程
(注１)　補助金交付申請書の別添資料「補助対象事業実施計画書」の「６．実施内容」の記載内容に対応させて、予定と実績を対比させて記載すること。
(注２)　予定と実績とを比べて遅速があった場合には、その理由を具体的に記述すること。

(３)　その他
補助対象事業の内容で変更等のあった項目につき説明すること。


(別添資料２)

[bookmark: _Hlk184841077]補助対象事業決算書

１．総括表
(単位：円)
	補助対象事業
	補助金交付
決定額(A)
	補助金支出済額
(B)
	補助金支出上限額
(A)－(B)
	備　考

	計画策定
及び実証実施
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	





（備考）
１．負の金額には△印を付すこと。



２．補助対象事業費決算書
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	予算額
	本年度
実績
	予算実績差額

	人件費
	
	
	

	謝金及び旅費
	
	
	

	外部委託費
	
	
	

	借料・損料及び使用料
	
	
	

	教育訓練実施経費
	
	
	

	設備導入経費
	
	
	

	その他諸経費
	
	
	

	合計
	
	
	





（備考）
１．「予算額」とは、補助金交付申請書の補助対象事業実施計画書に記載された補助対象経費をいう。ただし、変更の承認を受けた場合には、その変更後の金額をいう。
２．負の金額には△印を付すこと。



(様式第９) 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　番　　　　　号
                                                    　　    年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣　　　　　　　　印


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助金額確定通知書


　　　年　　月　　日付け実績報告のあった補助対象事業について、これを確定し、内航海運船団輸送力向上事業費補助金の額を下記のとおり決定したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和30年法律第179号)第15条の規定に基づき、通知する。

記

1． 確定補助金額　金　　　　　　　　　　円
　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　円の内数）









(様式第10)

                                                    　　    年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
補助金精算（概算）払請求書


内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第17条第2項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

1． 精算（概算）払請求金額（算用数字を使用すること。）　　　　　　　　　　 円 
2． 請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。） 
3． 概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。） 
4． 振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義を記載すること。 


(様式第11)

                                                    　　    年　　月　　日


　国土交通大臣　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額確定の報告書

標記補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第18条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

1． 代表事業者の名称

2． 補助金額（内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第16条第１項により確定された額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

3． 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
4． 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
5． 補助金返還相当額　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）別紙として積算の内訳を添附すること。



(様式第12)
[bookmark: _(第13号様式)_1]
                                                    　　    年　　月　　日


　国土交通大臣　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
財産処分による収入金報告書


標記財産処分による収入金に関して、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第20条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。


記
１．代表事業者の名称

２．収入金の合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３．処分した財産及び収入金の内訳
	財産の名称
	　

	数量
	　

	取得単価
	　

	取得価額
	　

	取得年月日
	　

	処分年月日
	　

	残存価格
	　

	処分による収入金
	　

	処分の方法
	　



(様式第13)

                                                    　　    年　　月　　日

　国土交通大臣　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表事業者の名称及び住所並びに
その代表者の氏名　　　　　　　

内航海運船団輸送力向上事業費補助金
財産処分承認申請書

　標記補助金に係る補助対象事業に関して、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第21条第3項の規定に基づき、下記のとおり財産処分の承認を申請します。

記
1． 協議会の名称

2． 処分を行う財産及びその理由
	財産の名称
	　

	数量
	　

	取得単価
	　

	取得価額
	　

	取得年月日
	　

	残存価格
	　

	処分の方法
	　

	処分による収入見込額
	　

	処分の理由
	　



3． 相手方（住所、氏名、使用の場所及び目的）（自己使用の場合は記載不要）

4． 処分の条件 （自己使用の場合は記載不要）

（備考）
「処分の方法」の欄には、売却、譲渡、交換、貸与、担保提供等の別を記入する。また、自己使用の場合は用途を記載すること。

(様式第14)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
                                                    　　    年　　月　　日

　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通大臣　　　　　　　　印


内航海運船団輸送力向上事業費補助金
財産処分承認通知書


年　　月　　日付け申請のあった標記取得財産等については、下記のとおり処分を承認したので、内航海運船団輸送力向上事業費補助金交付要綱第21条第４項に基づき通知する。

記

1． 処分の承認に係る取得財産等
2． 処分の承認の条件
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